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46.8

長寿命化
の有効活用

公共建築物の総量縮減の

公共建築物の延床面積

管理の方針及び数値目標

市が抱える課題

適正投資水準額

∴今後 40 年間

29億円

2.2億円

5ヵ年決算平均

既存更新分＋

（適正投資水準額

縮減額＝2.2

（31.2×

選択と集中」による
公共施設等の長寿命化

更新費用等の

施設の縮減を

財源が不足する

の更新が訪れると

ると更新不可能

用者への危険性等

人口減少や少子高齢化

変化や若い世代

扶助費などの義務的経費

階的縮減等に伴

えられます。 
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公共建築物＋インフ

ラ施設の更新費用

46.8 億円／年 

将来の適正

投資的経費

29.0億円／

長寿命化、施設総量
有効活用などの検討

総量縮減の目標】 

延床面積を今後 30

の方針及び数値目標 

市が抱える課題 

適正投資水準額：29.0 億円

年間で 1 年当たり

億円

億円

年決算平均

＋新規整備分

適正投資水準額）

2.2 億円／年 

×0.07） 

による将来の
長寿命化、維持管理

の縮減を図ります

を行っていきます

する一方、公共施設等

れると、多大な

更新不可能な施設も生

危険性等が懸念されます

少子高齢化により

世代の負担の増大等

義務的経費の

伴い、今後、投資的経費

 

20% 30%

充当可能額（

インフ

更新費用： 

 

施設総量縮減

収益額

適正な

投資的経費：

／年 

施設総量の縮減、効率的管理
検討により公共建築物

30 年間で約 30

億円／年 ＜ 将来必要

たり 24.9 億円

年間更新費用試算

（新規

新規・継続事業分

の適正な投資的経費
管理・運営の効率化

ります。また、

っていきます。 

公共施設等の老朽化

な財政圧迫が

生じ、老朽化

されます。 

により、人口構造

増大等、様々

の増加や合併による

投資的経費として

40% 50%
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施設の縮減率と

施設総量縮減に伴う

収益額を将来の適正

効率的管理・
公共建築物の

30％縮減します

将来必要な更新額

億円が不足することになります

49.5億円

4.4億円

年間更新費用試算

新規・継続事業分含む）

継続事業分＝4.4 億円

投資的経費に向
効率化・合理化

、それだけでは

老朽化が進んでおり

が想定されます

老朽化に伴う公共

人口構造の変化に伴
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による普通交付税

として充てられる
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インフラ施設の更新費用

と財政のおおよそ

う管理・運営費縮減額及

適正な投資的経費に

・運営の推進
の総量縮減目標

します。（H27 年度末対比

（平成

更新額：53.9 億円

することになります

）
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更新費用不足額

適正投資水準額

向けた取り組
合理化、民間活力

それだけでは縮減額が十分

んでおり、今後、

されます。さらに、

サービスの質

う公共施設の

懸念されます。

普通交付税への特別措置

てられる財源は減少

70% 80% 90%

更新等費用（億円）

更新費用：29.9 億円

のおおよそ均衡する範囲 

運営費縮減額及び土地の

に上乗せ：33.0

（延床面積縮減率

推進、施設縮減

目標を設定します

年度末対比） 

平成 27年度末時点）

億円／年 

することになります。 

更新費用不足額＝24.9 億円／年 

適正投資水準額＝29.0 億円／年      

組みの推進 

活力の推進等に

十分ではない

、集中して施

、財政不足に

質の低下や利

の利用ニーズ

。 

特別措置の段

減少すると考

90% 100%

億円／年 

 

土地の有効活用
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延床面積縮減率）

施設縮減に伴う土地
します。 
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